
 
 

株式会社日本貿易保険 定款 

 

 

第１章 総則 

 

（商号） 

第１条 当会社は、貿易保険法（昭和２５年３月３１日法律第６７号）により設立し、

株式会社日本貿易保険と称する。 

２ 前項の商号は、英文では、Nippon Export and Investment Insurance と表示する。 

 

（目的） 

第２条 当会社は、次の業務を行うことを目的とする。 

一 貿易保険法第３章の規定による貿易保険の事業 

二 貿易保険によりてん補される損失と同種の損失についての保険（再保険を含

む。）の事業を行う国際機関、外国政府等又は外国法人を相手方として、これら

の者が負う保険責任につき再保険を引き受けること 

三 貿易保険以外の保険（通常の保険を除く。）であって対外取引の健全な発達を

図るために必要なものとして貿易保険法施行令で定めるものの引受けを行う本邦

法人を相手方として、当該保険の引受けによって当該法人が負う保険責任につき

再保険を引き受けること 

四 前各号に附帯又は関連する一切の業務 

 

（本店の所在地） 

第３条 当会社は、本店を東京都千代田区に置く。 

 

（機関） 

第４条 当会社は、株主総会及び取締役のほか次の機関を置く。 

（１）取締役会 

（２）監査役 

（３）監査役会 

（４）会計監査人 

 

（公告の方法） 

第５条 当会社の公告は、電子公告により行う。ただし、やむを得ない事由により、電

子公告による公告をすることができない場合は、官報に掲載する方法により行う。 



 
 

 

第２章 株式 

 

（発行可能株式総数） 

第６条 当会社の発行可能株式総数は、60,000,000 株とする。 

 

第３章 株主総会 

 

（株主総会の招集） 

第７条 当会社の株主総会は、取締役会の決議に基づいて、社長がこれを招集する。 

２ 社長に事故があるときは、あらかじめ取締役会が定めた順序により、他の取締役が

株主総会を招集する。 

 

（株主総会の議長） 

第８条 株主総会の議長は、社長がこれに当たる。 

２ 社長に事故があるときは、あらかじめ取締役会が定めた順序により、他の取締役が

これに当たる。 

 

（議決権の代理行使） 

第９条 株主は、政府職員の１名に議決権の行使を委任することができる。 

２ 前項の規定により、株主が議決権の行使を委任する場合には、株主総会ごとに代理

権を証明する書面を当会社にあらかじめ提出しなければならない。 

 

（株主総会の議事録） 

第１０条 株主総会の議事については、法令で定めるところにより議事録を作成する。 

 

第４章 取締役及び取締役会 

 

（取締役の員数） 

第１１条 当会社の取締役は、６名以内とする。 

 

（取締役の任期） 

第１２条 取締役の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会終結の時までとする。 

２ 増員のため選任された取締役又は補欠として選任された取締役の任期は、他の在任

取締役の任期の満了する時までとする。 



 
 

 

（代表取締役及び役付取締役） 

第１３条 当会社は、取締役会の決議によって、取締役の中から社長１名及び副社長１

名を選定し、専務取締役及び常務取締役若干名を選定することができる。 

２ 社長及び副社長は、当会社を代表する。 

３ 当会社は、前項のほか、取締役会の決議によって、当会社を代表する取締役若干名

を選定することができる。 

４ 社長に事故があるときは、あらかじめ取締役会が定めた順序により、他の取締役が

その職務を行う。 

 

（取締役の認可等） 

第１４条 取締役を選任・解任し、又は、代表取締役を選定・解職する場合、株主総会

又は取締役会の決議後、経済産業大臣の認可を受けなければならない。 

 

（取締役会の招集権者及び議長） 

第１５条 取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き、社長が招集し、その議長

となる。 

２ 社長に事故があるときは、あらかじめ取締役会が定めた順序により、他の取締役が

取締役会を招集し、その議長となる。 

 

（取締役会の招集通知） 

第１６条 取締役会を招集するには、会日の３日前までに、各取締役及び各監査役にそ

の通知を発するものとする。ただし、緊急やむを得ないときは、この期間を短縮する

ことができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、取締役及び監査役の全員の同意があるときは、招集の手

続きを経ないで取締役会を開催することができる。 

 

（取締役会の決議方法） 

第１７条 取締役会の決議は、議決に加わることができる取締役の過半数が出席し、そ

の過半数をもって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、取締役が取締役会の決議の目的である事項について提案

をした場合において、当該提案につき取締役（当該事項について議決に加わることが

できるものに限る。）の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたとき

は、当該提案を可決する旨の取締役会の決議があったものとみなす。ただし、監査役

が異議を述べたときは、この限りでない。 

 



 
 

（取締役会規則） 

第１８条 取締役会に関するその他の事項は、法令又は本定款のほか、取締役会が定め

る取締役会規則による。 

 

（取締役との責任限定契約） 

第１９条 当会社は、会社法（平成１７年法律第８６号）第４２７条第１項の規定によ

り、取締役（業務執行取締役であるものを除く）との間に、同法第４２３条第１項に

規定する取締役の損害賠償責任を限定する契約を締結することができる。ただし、当

該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第４２５条第１項に規定する最低責任

限度額とする。 

 

第５章 監査役及び監査役会 

 

（監査役の員数） 

第２０条 当会社の監査役は、３名とする。 

 

（監査役の任期） 

第２１条 監査役の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会の終結の時までとする。 

２ 任期の満了前に退任した監査役の補欠として選任された監査役の任期は、退任した

監査役の任期の満了する時までとする。 

 

（常勤監査役） 

第２２条 監査役会は、その決議により、監査役の中から常勤監査役を定める。 

 

（監査役会） 

第２３条 監査役会を招集するには、会日の３日前までに、各監査役にその通知を発す

るものとする。ただし、緊急やむを得ないときは、この期間を短縮することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、監査役の全員の同意があるときは、招集の手続きを経な

いで監査役会を開催することができる。 

 

（監査役会規則） 

第２４条 監査役会に関するその他の事項は、法令又は本定款のほか、監査役会が定め

る監査役会規則による。 

 

 



 
 

（監査役との責任限定契約） 

第２５条 当会社は、会社法第４２７条第１項の規定により、監査役との間に、同法第

４２３条第１項に規定する監査役の損害賠償責任を限定する契約を締結することが

できる。ただし、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第４２５条第１項

に規定する最低責任限度額とする。 

 

第６章 委員会 

 

（評価委員会） 

第２６条 次に掲げる事項について評価・審議するため、当会社に評価委員会を置く。 

（１）当会社の業務及び運営の状況 

（２）取締役の業績 

（３）取締役及び監査役の候補者 

（４）その他当会社の経営に関して取締役会が諮問する事項 

２ 評価委員会は、前項第１号に掲げる事項を評価するための基準を策定し公表する。 

３ 評価委員会の構成その他評価委員会に関する事項は、取締役会が別に定める。 

 

第７章 計算 

 

（事業年度） 

第２７条 当会社の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

 

附 則 

 

（設立に際して発行する株式） 

第１条 当会社の設立に際して発行する株式の総数は、15,000,000 株、その１株当たり

の払込金額は附則第２条の財産の価額を設立に際して発行する株式の総数で除した

金額とする。 

 

（設立に際して出資される財産の価額） 

第２条 当会社の設立に際し、政府及び独立行政法人日本貿易保険は、当会社に対

し、貿易保険法附則第６条の規定により貿易再保険特別会計に所属する財産（政令

で定めるものを除く。）及び独立行政法人日本貿易保険の財産の全部を出資し、そ

の価額は、貿易保険法附則第１４条第１項に定める評価委員が評価する資産の価額

から負債の価額を差し引いた価額とし、これに対し 15,000,000 株を割り当てる。 

 



 
 

（資本金及び資本準備金） 

第３条 当会社の設立時の資本金の額は 169,352,324,369 円とする。 

２ 設立の際の出資のうち、前項で資本金として計上しないこととした額は、資本準

備金とする。 

 

（設立費用） 

第４条 当会社の設立費用は、４００万円以内とする。 


